
令和３年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省 最終的な調整結果 

 

管理番号 21 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 06_環境・衛生 

 

提案事項（事項名） 

指定給水装置工事事業者の指定に関する手続の見直し 

 

提案団体 

東京都 

 

制度の所管･関係府省 

デジタル庁、総務省、法務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

指定給水装置工事事業者の指定に関する手続に当たり、登記事項証明書又は住民票の写しの書面提出によら

ずに、例えばマイナンバー制度における情報連携等により電子上での内容確認が可能となるよう、必要な措置

を講じること。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度】 

指定給水装置工事事業者の指定の申請、更新及び一部の変更の届出に当たっては、水道法施行規則第 18 条

第２項第２号並びに第 34 条第２項第１号及び第２号により、法人にあっては登記事項証明書、個人にあっては

住民票の写しを添えなければならないと規定されている。 

【支障事例】 

現行制度下では、申請又は届出に必要な登記事項証明書又は住民票の写しを申請者が各行政窓口で取得し、

書面を提出する必要がある。また、指定給水装置工事事業者の指定の申請等の手続について、インターネット

を介した手続の導入可能性の検討に当たり、登記事項証明書及び住民票の写しの添付が必要となるため、そ

れらについて電子的な確認ができるようにしてほしい。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

指定給水装置工事事業者の新規指定や更新、一部の変更の届出に当たって、添付書類が少なくなるほか、指

定事業者による証明書類の取得作業がなくなるなど、電子化により指定事業者・水道事業者双方の効率化が図

られる。 

 

根拠法令等 

水道法第 25 条の２第２項、第 25 条の３の２第４項、第 25 条の７、水道法施行規則第 18 条第２項第２号、第 34

条第２項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

北海道、旭川市、ひたちなか市、桐生市、千葉県、神奈川県、川崎市、堺市、鳥取県、広島市 

 

○指定給水装置工事事業者の手続きについて、電子化を検討しているが、申請又は届出に必要な登記事項証

明書又は住民票の写しを書面を提出する必要があるため、電子化の障害となっている。水道法で定められてい

る諸手続について、国で統一したシステムを開発・導入してほしい。 



○電子化により添付書類の確認等が省略でき、事務の効率化が図られることから、インターネットを介した手続

きの導入を求め、導入の際には当市でも活用を検討する。 

○当市においても電子申請システムの導入を検討しているが、法令により、確認書類の原本（法人:登記事項証

明書や個人：住民票の写し）が求められている。 

【対応】電子申請を導入しても、確認書類の原本が必要なため、別途、事業者に対し、郵送や持参などで提出を

求めることになる。これでは事業者や上下水道局にとって、電子申請の導入メリットを享受することができず、効

率化を図ることも困難だと考えている。法令改正により電子確認が可能なルール創設を検討していただきたい。 

 

各府省からの第１次回答 

指定給水装置工事事業者の指定に関する水道事業者の手続においては、令和３年３月の水道法施行規則改

正により、申請様式における押印を廃止し、電子文書による作成を可能としたところであるが、申請にあたって

申請者が法人の場合は登記事項証明書、個人の場合は住民票の写しを求めている状況。 

なお登記事項証明書については申請書に記載された法人の商号（名称）、本店（主たる事務所）及び代表者の

氏名を、住民票の写しについては申請書に記載された氏名及び住所を、それぞれ確認することで本人確認を行

うことを目的としている。 

登記事項証明書の添付が必要な地方公共団体の手続については、令和２年 10 月 26 日に運用を開始した国

の行政機関における登記情報連携による添付の省略の状況を踏まえ、各種手続の実態等に関する調査を行

う。その上で、地方公共団体を含む行政機関間の情報連携の仕組みの在り方について検討し、令和３年度中に

結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる予定である。 

また、住民票の写し等の添付が必要とされている行政手続等については、情報通信技術を活用した行政の推進

等に関する法律第 11 条の規定により、手続を受ける行政機関等が、情報通信技術を活用した行政の推進等に

関する法律施行令第５条に定める電子情報処理組織を使用した個人番号カードの利用その他の措置により、

確認すべき事項に係る情報を入手し、又は参照することができる場合には、その添付を要しないものとされてい

る。 

以上を踏まえ、ご要望に応えるべく必要な検討を行う。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

指定給水装置工事事業者の指定については、法人又は個人が申請し、指定を受けることが可能である。また、

申請者の住所（法人にあっては本店所在地）についても、都内外を問わず指定を受けることが可能である。した

がって、登記事項証明書及び住民票の写しについては、法人・個人の別や申請者の住所地により、取扱いが大

きく異ならないことが望ましい。情報連携の仕組みの検討に当たっては、この点を踏まえた上で検討いただきた

い。 

この点、住民票の写しの提出について、マイナポータル又は住基ネットを活用する方法が主に考えられるが、マ

イナポータルを活用するためにはマイナポータルに対応した専用の申請システムが必要となり、法人と個人とで

申請システムが分かれることとなる。こうした点や申請者間でのマイナンバーカードの普及率という点を鑑みる

と、現時点では、住基ネットを活用した手続のほうが申請者・水道事業者の双方にとって適応しやすいものであ

ると想定されるため、法的な整備を含め早期の連携実現を検討いただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

― 

 

地方六団体からの意見 

【全国知事会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

 

各府省からの第２次回答 

一次回答にて記載した対応を行うことに加え、提案団体からの見解も踏まえ、個人からの指定給水装置工事事

業者の指定の申請における住民票の写しの添付の省略について、住民基本台帳ネットワークシステムを利用す

る方法も含め、関係省庁と協議の上、引き続き対応を検討してまいりたい。 

 

 



令和３年の地方からの提案等に関する対応方針（令和３年 12月 21日閣議決定）記載内容 

５【厚生労働省】 

（31）水道法（昭 32 法 177） 

（ⅰ）指定給水装置工事事業者の指定の申請（25 条の２）、更新の申請（25 条の３の２）及び変更の届出（25 条

の７）における登記事項証明書（商業登記法（昭 38 法 125）10 条）の添付については、地方公共団体を含む行

政機関間の情報連携の仕組みの在り方について検討し、令和３年度中に結論を得る。その結果に基づいて必

要な措置を講ずる。 

（関係府省：デジタル庁及び法務省） 

（39）住民基本台帳法（昭 42 法 81） 

（ⅰ）以下に掲げる場合については、住民基本台帳ネットワークシステムから本人確認情報（30 条の６第１項。

以下同じ。）の提供を受けることができるものとする。 

・水道法（昭 32 法 177）に基づき、地方公共団体の水道事業者（同法３条５項）が指定給水装置工事事業者の

指定の申請（同法 25 条の２）、更新の申請（同法 25 条の３の２）及び変更の届出（同法 25 条の７）に関する事

務を処理する場合 

（関係府省：総務省） 

 


